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地理情報システム(GIS)は, インターネットやモバイル技術と融合することにより, 行政情報化のみなら

ず, 地域情報化を推進するうえでの有力なツールとなりうる. しかしながら, 空間データの整備・維持を

GIS 導入組織ごとに行なうことはコスト負担の点から困難であり, 地域での空間データの流通・共有の仕

組みが不可欠となる. 本稿では, 岩手の産官学が共同で実施した GIS ニーズ調査と空間データ所在調

査をもとに, 空間データ流通促進のためのクリアリングハウス構築を軸とした GIS の広域活用ビジョンと, 

その策定過程で得られた知見について報告する.  
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Geographic  information systems (GIS) have the potential to become effective tools in furthering the 

exchange of administrative and local area information. However, in light of related costs, it would prove 

extremely difficult for each organization connected to the GIS to prepare and provide its own spatial data. 

Instead, it appears that a system for dispatching and sharing spatial data for the local area is required. This 

paper presents our vision of a large-scale GIS system application that provides the structure for a 

"clearinghouse" for the distribution of spatial data. This system is based on an analysis of GIS requirements 

and the availability of spatial data, which was conducted by a joint effort of related industrial, 

administrative, and academic organizations. In addition, our paper also presents the results of the analysis 

itself.  

 

１．はじめに 

地図等の空間データを統合して分析・検索・表

示を行なう地理情報システム（GIS: Geographic 

Information System）の導入が進みつつある. 阪

神・淡路大震災以後, 国土空間データ整備とそ

の活用の重要性が認識され , 旧国土庁と国土地

理院を中心とする国家レベルでの GIS 推進組織

「GIS 関係省庁連絡会議」が設置された. 1996 年
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から3 年間は GIS 基盤形成期として, GIS のモデ

ル的事業の推進が中心となった. 続く1999 年か

らの 3 年間は GIS 普及期に位置付けられ , 空間

データの整備とその活用が本格化している.  

GIS は, インターネットやモバイル技術と融合す

ることにより, 行政業務を効率化する行政情報化

のみならず , 企業活動や住民生活を支援する地

域情報化のための有力なツールとなりうる. しかし

ながら, 必要な空間データの整備・維持を GIS 導

入組織ごとに行なうことは, コスト負担の点から困

難であり, 官民連携を含めた地域での空間デー

タの流通・共用が不可欠となる.    

本稿では地域が保有する空間データの所在を

案内するためのクリアリングハウス(Clearinghouse, 

所在案内システム) 構築を軸とした GIS の広域活

用ビジョンと, その策定過程で得られた知見につ

いて報告する.  

 

２． 背景 

２．１ 岩手県の情報政策 

岩手県は広い県土を有するため, 交通網や通

信網の産業基盤, 医療・保健・福祉・教育などの

暮らしの基盤など様々な面で, 県内地域間格差

が生じている. これら県政の課題解決のための有

効な手段として, インターネットに代表される情報

技術の活用に着目し, 「情報の森づくり」と呼ばれ

る情報化プロジェクト[1]を推進している. 

地域の情報化については, 岩手県内に「いわ

て情報ハイウェイ」（図 1）と呼ばれる大容量のネッ

トワークインフラを平成 13 年度からの本格運用を

目標に行政主導で整備し, そのうえで, 教育・医

療・福祉・防災・行政などのアプリケーションを構

築し, 県内どこからでも格差なく公共情報や公共

サービスを受けられる環境作りを進めている. 将

来的には, 民間への開放も予定しており, 住民, 

地域企業, 行政を繋ぐ地域情報化のための全県

的なインフラとしての役割を担う.   

また, 行政の情報化については, 一人一台の

パソコン環境, 国・県・市町村間を結ぶ総合行政

ネットワーク, 住民基本台帳ネットワークを整備し

たうえで, 現在の役所の「紙の文化」を廃し, 情報

技術を活用した情報の効果的共有, 蓄積, 流通

を可能とする電子自治体の構築を目指している. 

このなかで, GIS は, グループウェア, 文書管理シ

ステム等とともに電子自治体実現のための中核シ

ステムとして位置付けられている.  

 

図１ いわて情報ハイウェイ構想 

 

２．２ GIS の普及動向 

  行政分野の業務は地図との関わりが深く, GIS

の導入も比較的早くから試みられてきた. 旧国土

庁が 1997 年に全国の都道府県・市町村に対して

実施したアンケート調査（回答率ほぼ 100%）[2]で

は, GIS に対するニーズの高さが明らかになった. 

都道府県の66%, 市町村の14.2%で既にGIS を導

入済みであり, 今後, 国から財政的・技術的支援

があれば都道府県の 78.7%, 市町村の 55.8%が導

入を望んでいる. 導入済みあるいは導入予定の

業務分野は, 都道府県では農林・環境・都市計

画・防災・道路, 市町村では固定資産税・地籍・

農地・上下水道・道路・都市計画の順となってい

る. 

また, 安価なディジタル地図の普及, パソコン
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及びインターネット環境の進展によって, 戦略的

意思決定支援, 情報サービスといった企業や地

域での応用も広がりを見せている. 企業において

は, 電力・ガス・水道など従来からの施設管理に

加えて, 様々な産業分野で顧客管理, 物流管理, 

マーケティング等への導入が進んでいる. GISをイ

ンターネット及びモバイル技術と融合することによ

り, タウン情報・位置情報を提供する商用サービ

スや, 地域住民に行政情報を公開する行政サー

ビスも可能となった[3][4].  

 

図２ GIS の適用例 

 

岩手県内では, 県庁内と一部の市町村, 電力・

ガス関連の企業でGISの活用が進んでいるものの,

全県レベルでの本格導入には至っていない. 県

庁内では, 環境・土木・防災分野で 10 システムが

既に稼動しており, 整備した空間データの一部は

インターネットで住民にも公開されている. 平成13

年度からは統合型 GIS 構築への本格的な取り組

みも開始した. 盛岡市では, 庁内OA推進の基盤

として GIS を位置付け, 水道・森林・福祉・都市計

画業務の効率化や, 住民への土地利用情報の

公開などに応用し, 効果を上げている.  

 

３． 基礎調査 

３．１ 調査方法 

岩手県全体の GIS 活用を促進するためには, 

いわて情報ハイウェイを基盤としながら, 全県レベ

ルでGISを活用するための基本的な考え方とそれ

に基づく空間データの流通・共用のしくみ, すな

わち活用ビジョンを描く必要がある. これらビジョ

ン策定のため, 県庁内に事務局を置く調査研究

委員会が産官学連携のもと組織され, 筆者らが中

心となって GIS ニーズと空間データ所在の調査を

行なった.   

(1) GIS ニーズ調査 

GIS の導入が予想される県市町村, 教育研究

機関, 県内企業の一部に対してヒアリング調査を

実施した. また, 地域住民の GIS/空間データ利

用に対するニーズを把握するために, 幅広い年

齢層の住民, 数 10 名に対する調査も実施した.  

(2) 空間データ所在調査 

県内の様々な組織に散在する空間データの所

在を調査した. 空間データは , 以下のような, 空

間的な位置や形状を表すデータと, それに関連

づけることのできるデータの総称である. 今回は, 

調査期間等の制約から, ベースマップ, 主題図

データ, 地図コンテンツを中心に調べ, 紙媒体の

ものについては対象外とした.  

• ベースマップ（地図基盤データ）： 様々な空

間データを関連づけるための基盤となる地

図データ 

• 主題図データ： 環境（公害範囲, 植林状  

況）, 防災（消火栓位置, 災害度合い）, 交

通（交通規制, バス停位置）, 観光（観光ポ

イント, 周遊ルート）といった特定主題ごとの

データ 

• 地図コンテンツ： 地図を掲載したホーム   

ページを指す. 測量に基づいて作成する精

度の高い地図のみならずイラスト地図や略

地図も対象とする 

• 統計データ 

• 空中写真 

• 人工衛星データ 
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• 道路・河川・固定資産台帳データ 

• 地形等に関する各種属性データベース 

(3) 産官学オープンコミュニティの活用 

我々は, インターネットと GIS 活用を中心に地

域の情報化について産官学で意見交換を行なう

ためのオープンコミュニティ「INS 地域と情報シス

テム研究会（以下, INS-IS）」を２年前から運営して

いる[5]. INS-IS は産官学の枠を越えた情報共有

と相互理解の場であるとともに, 地域住民に対す

る情報化や GIS に対する啓蒙の場としても機能し

つつある.  

INS-IS には, 様々な所属と立場から70 名程度

の参加者があり, 岩手におけるGIS 活用のステー

クフォルダー（Stakeholders, 利害関係者）コミュニ

ティと捉えることもできる.  

• 所属組織： 行政（国, 県, 市町村）, 民間

企業, 教育研究機関, NPO, 一般住民 

• GIS に対する立場： IS 利用者, IS 構築者, 

IS 運用者, 空間データ提供者, GIS ソフトウ

ェアベンダ 

今回の調査では, INS-ISをGISニーズおよび空

間データ所在調査の実施, 経過報告, 意見集約

の場として活用することにより, 組織を超えた広域

的な議論を可能とした.  

３．２ 調査結果 

調査の結果, GIS 活用に対する産官学および

住民それぞれの立場が明らかになった.  

(1) 行政 

電子自治体実現のための中核システムとして

GISを位置付けている. 業務効率化のために庁内

さらには広域行政レベルで利用可能な統合型

GIS の構築を目指しており, 行政内部向けの空間

データ所在案内サービスが不可欠である. また, 

整備した空間データを順次インターネットで公開

し, 県域レベルや市町村レベルでの住民サービ

スに活用することも予定しており, 行政内部向けと

は別に地域に開かれた所在案内サービスも用意

する必要がある.  

(2) 県内企業 

観光, 交通, ローカルメディアといった業種の

企業では, 豊富な空間データを保有しており, 次

世代携帯電話を用いた地域情報サービスへの応

用に興味をもっている. しかしながら, ベースマッ

プを個別に整備することはコスト的に難しく, この

点に関して行政からの支援を期待している. また, 

特定の業種に限らず様々な分野でエリアマーケ

ティングや顧客管理に対する活用ニーズがあるが, 

空間データの所在等に関する情報の流通が不十

分なため, GIS 導入の阻害要因となっている.  

(3) 教育研究機関 

地域が保有する空間データを教育研究に活用

するとともに, その成果を積極的に地域へ還元す

ることを望んでいる. 紙で保有する空間データに

ついては, 所在を公開し外部組織からの利用ニ

ーズが高まることにより, ディジタル化の促進が期

待される.  

(4) 地域住民 

日々の生活に密着した地図コンテンツが多数

作成されているが, 認知度が低いことと, 操作性

やアクセス環境が不十分であることから, 地域住

民レベルではうまく活用できていない. そのため, 

一般住民の利用にも十分配慮し, 散在する地図

コンテンツを検索できるポータルサイト的なシステ

ムへの期待は高い.  

 

４． GIS 広域活用ビジョン 

４．１ 基本戦略 

３章の基礎調査の結果を踏まえ, 岩手という地

域で広域・横断的に GIS を活用してゆくために, 

空間データの所在を流通・共有させるための仕組

み, すなわち岩手クリアリングハウスを構築する. 

クリアリングハウスは, 一般にデータの所在, 規格, 

研究会Temp 
－4－



特徴, 入手方法などを記述したメタデータを管理

することによって所在案内サービスを提供するシ

ステムを指す（図 3）.  

 

図３ クリアリングハウスの概念図 

 

岩手クリアリングハウス構築の基本戦略は, い

わて情報ハイウェイを基盤として地域が保有する

空間データの相互利用を産官学で促進すること

にある. そして, GIS 利用者だけを対象とするので

はなく, 行政情報化と地域情報化の橋渡しをする

地域の情報拠点として, 住民への情報サービスを

念頭におく（図４）. まず, 庁内の統合型 GIS 整備

の過程で県, 市町村, 国の出先機関が保有する

空間データを対象とした行政情報中心の 「行政

クリアリングハウス」を構築する. これと並行して, 

行政, 地元企業, 大学・研究機関, NPO 等の支

援に基づく「地域クリアリングハウス」の構築を進め

る. 行政クリアリングハウスは, 県市町村の庁内に

おける空間データの所在案内に利用される. 地

域クリアリングハウスは, 行政が保有するベースマ

ップを活用しながら, 地元企業が保有する観光・

交通・タウン情報等と, 行政が保有する各種公共

情報の所在案内を実現する. メタデータの収集に

あたっては, 中立的な立場にある大学が官民の

調整役を担う. そして, ２つのクリアリングハウス

個々の運用体制を確立させながら最終的にこれ

らを統合して, 行政の情報政策と連動し, かつ地

域ポータルサイトとしての役割を兼ねた情報拠点

としての「岩手クリアリングハウス」の構築を目指

す.  

４．２ サービス提供イメージ 

岩手クリアリングハウスの提供メディアは, インタ

ーネットが中心となるものの, 地域住民のアクセス

環境にも十分配慮する必要があるため, 次世代

図 4 岩手クリアリングハウス構築の基本戦略 
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携帯電話, 地上波ディジタル放送といった将来の

有力な地域メディアも視野に入れる必要がある. 

基本となる提供機能は以下の３つである.  

(a) 検索機能 

キーワードによるテキスト検索のほか, エリアや

カテゴリを簡単に指定できるビジュアル検索によ

って, 空間データの所在を問い合わせる.  

(b) データ提供・販売機能 

データの提供方法には, オンラインとオフライン

がある. オンライン提供の場合は, 不正利用を防

止するためのユーザ認証機能が必要となる. また, 

企業が提供するデータについては, 課金システム

機能も検討しなければならない.  

(c) メタデータ登録・更新機能 

コンテンツ提供者が簡易な形でメタデータを登

録・更新できる仕組みを実現する. たとえば, メタ

データを作成する代わりに, コンテンツの内容を

説明するカタログ情報を登録してもらい, クリアリ

ングハウス管理者が変換ツールを用いてメタデー

タに変換する. また, 地図コンテンツの場合は, ホ

ームページから自動的にメタデータを収集し, メタ

データの内容確認と不足部分の入力のみを空間

データ提供者に行なってもらう方式も考えられる.  

４．３ 運営組織形態 

岩手クリアリングハウスは, 産官学の支援による

運営を想定しているが, その運営組織形態と運営

費用の捻出方法については議論を要する. 運営

組織形態の在り方は, 運営主体と産官学の役割

から３つの型に整理できる（表１）. 

 

     表１ 運営組織形態の比較 

 

(a) 行政単独型 

地域住民への情報提供サービスを施策として

位置付けている行政が運営費用を負担し, 関連

する外郭団体にシステム管理やデータの維持・更

新を委託する形態. 

(b) 第三セクター型 

行政と民間企業の共同出資で第三セクターの

運営企業を設立し, その運営を委託する形態. 

財源確保に向け, クリアリングハウスの機能だけで

はなく地域のインターネットデータセンター（IDC: 

Internet Data Ｃenter）的機能を有する組織へと

拡張していく.  

(c) ＰＦＩ型 

(b) と同様, クリアリングハウス機能だけではなく

地域のＩＤＣ的機能を有する組織を, 民間企業群

主導のＰＦＩ(Private Financial Initiative)[6]で運営

する. 行政はデータの維持管理費用とＩＤＣの使

用料を運営企業に支払う. 地方自治体の厳しい

財政事情を背景として, PFI 型事業は注目を浴び

ているが, 国内での導入事例はまだ少ない.  

４．４ 課題 

データ利用の課題としては大きく３つあげられる. 

行政データについては, 情報公開法とプライバシ

ー保護のバランスに配慮し, その公開の範囲を慎

重に定める必要がある. また, 民間データについ

ては, 品質保証, 瑕疵責任, 課金の仕組みにつ

いて明確化しなければならない. 官民いずれの

データも GIS 国際標準 ISO/TC211[7]に準拠して

整備を行い, 流通性を確保する.  

また, システム構築・運用上の課題としては, デ

ータ提供者が容易にメタデータの登録・更新を行

なえる方式の開発, 将来の地域メディアとしての

次世代携帯電話, 地上波ディジタル放送等への

対応, 運営組織形態の明確化と継続的な財源の

確保, 流通チャネルや広告媒体としての機能を

高めるためのマーケティングの実施, 社会実験に

NPO/地域住民を巻き込むための仕組み作りなど

があげられる.  

　行政単独型第三セクタ型 　　　　ＰＦＩ型
　　運営主体 　　外郭団体 　三セク企業 　　PFI運営企業
　　民間企業 　　　支援 　　出資 出資、使用料支払
　　　行政 　　　出資 　　出資 　　使用料支払
大学・研究機関 　　　支援 　　支援 　　　　支援
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これらの課題については, 平成13年度から３年

間を目処に段階的なシステム開発・実証実験の

中で解決を図ってゆく予定である. 第一フェーズ

で, システム機能面, 運用面での検討を行い, 行

政クリアリングハウスと地域クリアリングハウスのプ

ロトタイプを作成する. 第二フェーズで, 運用実験

を通して課金の仕組みや情報公開のルール等を

明らかにし, 第三フェーズで行政の情報政策と連

動した本格運用を目指す.  

 

５． 考察 

５．１ 先行事例・研究との比較 

我々が構築を目指す岩手クリアリングハウスは, 

空間データによる地域情報サービスを狙っており, 

GIS 利用者のみならず地域住民の利用も前提とし

ている. 空間データ流通のためのクリアリングハウ

スとしては, 国土地理院[7], 東大空間情報科学

研究センター[8]のシステムが既に存在するが, こ

れらは GIS 研究者の利用のみを対象としており, 

我々のシステムとは構築目的が異なる. 米国では

空間データのクリアリングハウスが多数構築されて

いるが, 一般住民の利用にも配慮している. たと

えば, ニューヨーク州立図書館が運営しているニ

ューヨーク州 GIS クリアリングハウス[9]は, 州が所

有する空間メタデータに加えて, 地域に特化した

不動産情報, 各種経済指標, 非常事態管理情報, 

環境情報, 観光・リクレーション情報なども提供し

ており, 地域のポータルサイト的な役割を有する.  

地域情報を扱う関連システム研究として, 地域

情報を発信するサイトのリンクを一元管理する地

域ポータルサイトと, 都市の情報をネットワーク上

に集積し仮想都市を構築するディジタルシティ

[10]がある. 岩手クリアリングハウスは地域の情報

拠点を目指しており, 地域ポータルサイトとしての

役割も兼ねることになる. しかしながら, 空間デー

タを基盤とした地域情報の提供とメタデータによる

所在情報の一元管理という点で, 一般的な地域

ポータルサイトとはシステム的に大きく異なる. ま

た, 岩手クリアリングハウスとディジタルシティは空

間データを扱う点で共通性を有するものの, 岩手

クリアリングハウスが空間データの流通を主眼に

おいているのに対して , ディジタルシティは仮想

都市の実現とそれを基盤とした住民間コミュニケ

ーションの活性化を意図したシステムが多い.  

５．２ 地域に開かれた情報システム企画設計 

岩手クリアリングハウスは, 地域における広域的

かつ横断的な情報共有・流通を実現するための

情報システムである. そのため, 地域を構成する

様々な組織, 住民のニーズを把握する必要があり, 

情報システムの企画設計を地域に開かれた形態

で実施するのが理想であろう.  

地域情報化に対してユニークな取り組みを行な

う自治体に学ぶ点は多い. 藤沢市では地元大学, 

NPO の支援のもと, 情報化についての住民と行

政の意見交換や, 住民主導の提言策定を行なう

会議室を市のホームページで運営しており効果を

あげている[11]. 米国カリフォルニア州沿岸の自

治 体 連 合 ABAG  (Association of Bay Area 

Governments)では, 複数の自治体にまたがる広

域情報化のための電子会議室を運営し, 住民, 

民間企業との意見交換も行いながらビジョン作り

を進めている[12]. 米国の地域情報化先進地域

バージニア州ブラックスバーグで実施された大規

模な社会実験では, 緊密な産官学連携と NPO/

住民の積極参加がプロジェクト成功の要因であっ

たことが指摘されている[13].  

我々は, 産官学連携組織 INS-IS の運営を通じ

て, 地域で GIS を活用してゆく際のステークホル

ダー間の意見交換とニーズ吸い上げの場を設け, 

GIS 広域活用ビジョンの策定に一定の成果をあげ

ることができた. しかしながら, 地域住民とのビジョ

ン共有は, オープンな講演会の開催やホームペ
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ージ上での経過報告だけでは十分とは言えない. 

地域情報化の成功事例に学び, 住民をシステム

の社会実験等に巻き込む具体的な仕組み作りに

ついて更に検討する必要があろう.  

 

６． おわりに 

本稿では, 岩手県の産官学及び住民に対して

実施した GIS のニーズおよび空間データ所在の

基礎調査を踏まえて, 岩手クリアリングハウス構築

を軸とした GIS 広域活用ビジョンについて述べた. 

岩手クリアリングハウスは, GIS 利用者だけを対象

とするのではなく, 行政情報化と地域情報化の橋

渡しをする地域の情報拠点として, 住民への情報

サービスを念頭におく. この基本戦略に沿って, 

サービス提供イメージ, 運営組織形態と産官学連

携の在り方, システム構築上の課題, 関連システ

ム事例との比較等について議論を行なった.  

現在, 地域クリアリングハウス部分のシステム構

想を具現化するためのプロトタイプを開発中であ

る[14]. 今後は, このプロトタイプをGIS ステークホ

ルダーのコミュニティとも言えるINS-IS で評価を繰

り返しながら, 地域に開かれた形でシステム設計

を進める予定である.  
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